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日本でも 18 歳以上の人たちも投票ができるようにな

りました。一方で，喫煙や飲酒は 20 歳以上のままです。

18 歳は大人なのでしょうか。それとも子どもなのでしょ

うか。大阪教育大学の白井利明教授が，青年心理学の

観点からこの問題に迫ります。

Section 1
何歳から大人か

2015年 6月，公職選挙法が改正され，選挙権年齢
が 18歳以上に引き下げられ，2016年 7月の参議院選
挙から 18歳以上の人たちも投票できる選挙が実施さ
れます。これは，すでに，2014年 6月の「日本国憲
法の改正手続に関する法律」の改正で 18歳から国民
投票に参加できるようになったときに合意されていま
した。それに伴い，民法や少年法も改正し，成年年齢
そのものを 18歳に引き下げる検討もなされています。
ただし，世論調査では，18歳は成人ではないとして，
引き下げに反対の意見が多数を占めています（1）。こ
の連載では，成年年齢引き下げをめぐって，青年心理
学の観点から意見を述べてみたいと思います。

― 成人は何歳からですか。

青年心理学では，青年期の終わり，つまり成人期の
始まりを 25，26歳と考えています（2）。青年心理学者
の久世敏雄は「青年期は，おおざっぱにいって 10歳
代から 20歳代半ば頃まで，つまり，思春期的変化の
始まりから 25，26歳までの子どもから大人への成長
と移行の時期である」（3）と区分しています。
成人になるとは，一言でいえば，個人化と社会化
の統一です（4）。個人化とは自己を確立することです。
社会化とは，職業や家庭，社会に対して責任をもった

社会人になること，そして他人とともに他人のために
活動する人になることです。言い換えれば，自己と社
会を調和してとらえることができる，現実社会の中で
自己をどう生かしていくのかをはっきりさせることが
できることをいいます（5）。
私の研究でも，自分も他人も大切にできるようにな
るのは，20歳代半ばでした（6）。20歳代前半では，自
立することを，大人に頼らず，自分で決め，自分で責
任をとることだととらえていました。そして，そこで
は，自立と依存が対立的にとらえられているため，大
人に意見を聞くと，それに従わなければならないと思
い込み，自分がなくなってしまうように感じて，どん
なに困っていても大人に相談しにいかないことがあり
ます。大人からすると，自分にこだわっているように
見えます。
それに対して，20歳代後半になると，自分も他人
も大切にできるようになります。大人の意見も聞いて，
賛成できるところは取り入れ，賛成できないところは
取り入れなくてもよいと考えることができるようにな
ります。他人との間に距離をとることができるように
なるのです。
以上の見方からすると，現在の成年年齢である 20

歳というのは，やや早いように見えるかもしれませ
ん。しかし，青年期の終わりや成人期の始まりは，あ
る特定の年齢を境に行われるものではありません（7）。
16，17歳頃には自己の変化と動揺の時期が終わりま
す。21，22歳頃には精神的にも安定し，自己と社会
を統合できるようになります。最初に成人期の始まり
は 25，26歳としましたが，成人になるうえで就職や
結婚などの社会経験を積んでいくことが必要と考えら
れているためです。

― 海外では成年年齢は 18 歳が多数です。
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青年期の時期の区分が国によって違う可能性が考え
られます。ここでは，アメリカを例に考えてみます。
アメリカは成年年齢が州ごとに違うのですが，50州
のうち 45州が 18歳となっています（8）。ここでアメリ
カを取り上げるのは，アメリカ心理学会の心理学事典
が手元にあり，青年期の定義を参照しやすいという理
由です。
アメリカ心理学会が監修する心理学事典では，個人
差が多いため正確な年齢はいえないが，青年期は思春
期（10～12歳）に始まり，19歳頃の生理的成熟で終わ
る，とされています（9）。この期間中に，性徴やボデ
ィ・イメージ，性への関心，社会的役割，知的発達，
自己概念で，早いか遅いかには個人差があるものの，
どの青年にも大きな変化がある，とされています。し
かし，生殖能力を獲得し，身体が大人になることが成
人概念の中心に据えられているといえます。
ただし，アメリカの心理学者ウィリアム・デーモ
ン（10）は，青年期の終わりの標識をシティズンシップ
（citizenship）と市民的関与（civic engagement）に見てい
ます。シティズンシップとは，社会のフルメンバーと
しての権利と義務が認められていることをいいます。
市民的関与とは，実際にその権利と義務を行使するこ
とです。ですから，アメリカでも，身体が大人になっ
たから成人だということではなく，社会的にも認めら
れているから成人だと考えています。
これには理由があると思います。アメリカは 1943

年の時点で選挙権は 21歳でしたが，ベトナム戦争の
際に，18歳から 21歳までの者は徴兵されるのに政府
への発言権がないのは不当であるという議論が起き
て，1971年に選挙権が 18歳に引き下げられたのです
（11）。成年年齢もそれに連動して引き下げられました。
ただし，アメリカ心理学会の心理学事典の最新版

（改訂版）（12）になると，発達全般，つまり認知面，社
会面，自己の面の発達で見ても，19歳になると，十
分に成熟が見られるとつけ加えられました。生理的成
熟だけを見て大人だと定義しているのではなく，発達
心理学的に見て青年期の終わりだと考えているという
ことでしょう。

― それでは，日本では発達が遅れているのでしょ

うか。

すでに説明したように，国によって社会文化的背景
や制度的な経緯により「青年」や「大人」のとらえ方
が違うのであって，日本の青年の発達が遅れているか
ら日本の成年年齢が高い，ということではないと思い

ます。
実際のところ，自分を大人だと思うことを成人感
といいますが，それで見ても日本と海外で大きな違
いがあるとは思えません。日本では，20歳代半ば以
降に自分が大人だとする人が多くなります（13）。これ
は，例えばアメリカでも同じです。「子どもか，大人
か，どちらでもないか」と聞いたところ，20歳代前
半まで「大人でも子どもでない」の方が多く，20歳
代後半から「自分は大人だ」の方が多くなります（14）。
ただし，成人感は曲

くせ

者です。中学生と大学生では，
一般に中学生より大学生の方が大人に近づいていると
考えられますが，成人感で見ると，中学生の方が大学
生より自分が大人だと考えていました（15）。その理由
は，中学生は「電車賃などが大人料金」といったもの
でした。他方，大学生は，自分が大人でないと考えて
いますが，その理由は「すぐ親や他人を頼りにする」
「いやなことを我慢しない」といったものが目立ちま
した。どちらの理由が，より大人らしいかは明らかだ
と思います。
なお，女性では中学生も大学生も大半が大人でない
と答えており，違いはありませんでした。男性と女性
では成人感のもち方が違うようです。

― 男性と女性ではどう違うのですか。

27歳の女性に大人かどうかを聞いてみましたら，
まだ全員が大人と答えなかったので，30歳になった
らどう答えるだろうと確かめてみました（16）。しかし，
大人だとする回答は増えませんでした。30歳で新た
に出てきた「大人ではない」の理由としては「予想し
ていた 30歳の状態と自分がほど遠く，成長している
とは言えない」「自分の仕事をこなすだけでなく周り
も支えなければならない立場になったのにそれができ
ていない」などといったことが挙げられました。
男性の場合は，就職や結婚といった経済的自立や社
会的責任を担うことで成人感が大きくなりますが，女
性の場合は必ずしもそうではありませんでした。「い
つ大人になるか」と聞きましたら，「40代になったと
き」「死ぬとき」といった回答もありました（17）。これ
はいつ大人になるかわからないということなのでしょ
うが，女性の方が生涯にわたる成長をイメージしてい
るのかもしれません。

― 青年が大人になるとはどういうことでしょうか。

大人になるとは，身体的な側面以外に，就職したり
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家庭をもったりして経済的・社会的な自立や責任を果
たすという社会的な側面と，自分の行動に責任をもて
ることや社会常識に対する知識や判断力をもつといっ
た内面的な側面が関わります（18）。
ただし，青年から見た大人像には，「大人には裏が
あり，きたない」といった否定的に見えるものも入っ
ています。現実の大人は否定的な側面を含め多様だか
らでしょうが，それにとどまらず，青年が大人になる
とは，肯定的なものだけでなく，否定的なものにも見
えるようなこともあわせて，人間としての二重性を生
きることだからなのでしょう。
大学生に「大人になりたくない」と思ったかどうか
聞きましたら，半数近くは思ったことがあると答えま
した（19）。その理由は，「責任を負わされるのがこわか
った」が最も多い答えでしたが，ほかに「大人になる
と夢や自由な心を失うと思った」などがありました。
「大人になりたくない」と思うことは，単に青年が大
人になることを拒否しているのではなく，いまある大
人を乗り越えて発達しようとする可能性も含まれてい
ると思います。
次回は，青年期の延長について取り上げ，もう少し
立ち入って考えてみたいと思います。
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Section 2
大人へのなりかた

― 科学技術の革新により高学歴化し，さらに現代

社会は複雑化しているため，就職が遅くなったり晩婚

化したりするなど，青年期の延長は避けられないよう

な気がします。

青年期が延長したというより，青年期から成人期へ
の移行の仕方が変わったと思います。アメリカの心理
学者のジェフリー・アーネットは，青年期でも成人期
でもない新しい発達段階が現れたとして，18歳から
29歳までを成人形成期（emerging adulthood）と名づけ
ました（1）。
この時期の特徴は不安定さです。就職したり離職し
たり，実家を出たり戻ったり，恋人を変えたりするこ
とが繰り返されます。そして，アイデンティティの探
求が行われます。アイデンティティとは「自分が何者
であるか」への自分なりの答えをいいます。仕事や恋
愛でさまざまな選択肢を試し，答えを出そうとします。
青年期の探求と違うのは，青年期のように学生とい
った立場で試行錯誤をするのではなく，実際に職業に
就いて探求します。それにより成人期への移行が多様
化し，自分なりのライフコースを多様な選択肢の中か
ら柔軟に選び取る可能性が高まった，とアーネットは
見ています。
ほかにも特徴があります。他人の幸福のために何か
をすることよりも，自己実現に関心があります。また，
自分の可能性を信じています。自分の活躍を願い，自
分の人生を変えられると思っています。

― 大人になるべき年齢になっても，大人になろう

としないのは未熟だし，いくら多様化といっても定職

に就かずに生活できるほど社会は甘くないし，就職も
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結婚もしないのでは社会がまわっていかないと思いま

す。

アーネットは，成人形成期は大人に向かう時期とし
ています。また，就職や結婚，出産を拒否しているわ
けでもありません。多くの若い人たちは就職も結婚も
して，子どもももちたいと思っています。
大人になろうとしないというより，大人になること
ができない，といった方がよいと思います。アーネッ
トは不安定であることのプラスの面を強調しています
が，イギリスの心理学者のマリオン・クループらは，
マイナスの面を指摘し，若い人が所属する社会階層が
プラスかマイナスかを分けるとしています（2）。社会
的な有利をもつ人にはプラスになるが，社会的な不利
をもつ人は，不安定な状況から抜け出すことができず，
いつまでたっても大人になることができないのです。
しかし，重要なことは，若い人たちは特に，就職や
結婚，出産の有無が大人の基準であるとは考えていな
いということです（3）。これまでは，大人になるとは，
特定の社会的役割になりきることで，それができなけ
れば未熟ということでした。
英語では，かつて「大人」は “manhood” または
“womanhood” といい，夫や妻，父親，母親などの成
人役割から離れては考えられませんでした。英語の
“adulthood”（成人期）がオックスフォード英語辞典に
最初に出てきたのは 1870年です（4）。神が決めた役割
と義務を越えて，自分で自分の人生を選ぶことのでき
る自律（autonomy）と自由，責任をもてるようになっ
たのです。
いまでは，大人になるとは，必ずしも社会的役割を
取得し，その役割に自分を同一化させることではあり
ません。人間として自立することです。自立とは，自
分で考え，決定し，責任をとることです。また，他人
を思いやる心をもつことです。

― 今日の日本の若い人たちは，フリーターやニー

ト，パラサイト・シングル，ひきこもりなど，さまざ

まな問題が指摘されてきました。これらの問題の原因

は何であり，どうしたら解決すると考えますか。

これらの問題は，それぞれ個別に論ずべきものがあ
りますが，ここでは大人へのなりかたという点で考え
ます。
先ほど，今日では，大人になるとは，旧来の社会の
役割への同一化ではなく，個人が心理的に自立するこ
とだと述べました。しかし，それはあくまでも可能性

であって，現実は違います。
例えば，社会は男女平等の方向に進んでいますが，
現実の社会には性別分業が残っており，しかもそれが
前提で社会が動いています。働きかたについても，大
きくは労働時間の短縮に向かっており，かつての「仕
事も家庭も」という願いから，さらに「仕事も家庭も
趣味も」という願いももてるようになってきました。
しかし，現実には，二者択一，つまり，雇用は保障さ
れるが過重労働もある正規雇用か，労働時間は短いが
生活と将来に不安も抱える非正規雇用か，を選択せざ
るをえないように見えます。
このように社会の可能性と現実が乖離しているため，
さまざまな問題が出てきています。例えば，社会は旧
来あった「卒業→就職→結婚→子どもをもつ」という
キャリア・ルートの規範は残したまま，実態としては
そのルートを破壊しています。しかも，社会は解決の
方向を示していません。若い人たちが個人で解決しな
ければならないため，さまざまな困難を抱えています。
例えば，若い人たちは「何が何でも正社員にならな
いといけない」「就職活動で失敗したら自分の人生は
ない」などと思い込み，必要以上にプレッシャーを感
じて就職活動から降りてしまうことがあります。反対
に，「有名企業に就職したらそれでよい」として自分
の働きかたを十分に考えられなくなり，希望がかなっ
ても自分に合わないことから辞めざるをえないことも
あります。また，傷つきを抱える人は，自分の苦手な
場面（例えば対人関係）から回避することで問題を解決
しようとして，ますます自分を追い込んで身動きがで
きないことがあります（5）。
これらは若い人の個人的な弱さによるもののように
見えるかもしれませんが，すでに述べたように，そも
そも社会に矛盾にあるにもかかわらず，その解決を個
人に委ねているため，個人の特徴が前面に出てしまう
のです。
解決のためには，何よりもまず，社会が問題の解決
の見通しを示すことです。例えば，欧州では「卒業→
就職→結婚→子どもをもつ」というキャリア・ルート
の規範を崩し，結婚しなくても子どもがもてるように
しています。それは少子化の傾向に歯止めもかけてい
ます。もちろん，それが最終的な答えではありません。
新しい家族モデルが提案されなければなりませんし，
働きかたも含めてそれ以外にもさまざまあります。
若い人たちが安心して他者とつながることができた
り，社会から認められる経験が得られたりすれば，若
い人たちの試みも違った形で現れます。地元でつなが
って生きることや社会を変えていくことなどにそれが
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現れています。

― 成年年齢を引き下げたら，成人の自覚を促すこ

とができますか。

早すぎる自立の要請も，遅すぎる自立の要請もよく
ありません。問題は 18歳が早すぎるのかどうかでし
ょうが，成人の自覚をもつためには，その前提として
青年期を十分に経験することが必要です。
青年期は，モラトリアムの時期です。アメリカの心
理学者のエリク・エリクソンによれば，モラトリアム
（猶予期間）は，労働の義務からまぬがれ，安全なとこ
ろに身を置いて自由に試してみることで，社会の中の
居場所（niche）を見つける時期です。居場所とは，周
囲の人たちから自分が認められ，自分のためにつくら
れたと思えるような場所です。（6）。居場所は，子ども
だった過去の自分とこれからなろうとする未来の自分
を橋渡しします。
しかし，いまの青年はモラトリアムを十分に経験で
きていないといわれます（7）。そして，大人になるこ
とを急かされていると，アメリカの心理学者のデイヴ
ィッド・エルカインドは警告しています。
今日の青年は，余暇でさえ大人らしく振る舞うこと
を求められ，間違うことや未熟であることが認められ
ていません。他方で，大人に従順であることが求めら
れたり，保護が必要な場面でも自律の尊重を名目に放
置されていたりします。さらには，暴力や麻薬などに
犯される危険性が増大しています。急かされて育った
青年は，その場その場をやりすごすだけになり，パッ
チワーク・セルフ（寄せ集め的な自己）しかもてないた
め，ストレスに弱く，傷つきやすくなっている，とエ
ルカインドは指摘します（8）。
成人の自覚を促したいのであれば，大人になること
を急かすやりかたではなく，青年が青年であることを
保障し，青年がみずから青年期を卒業するようなやり
かたを採用してほしいと思います。
次回は 18歳選挙権と主権者教育について考えます。

文献・注
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（4）Merser, C. (1987). Grown-ups: A generation in search of adulthood. 
G. P. Putnam’s Sons, p. 56.

（5）白井利明 (2005).「現代社会における若者問題の心理と臨床」
白井利明編『迷走する若者のアイデンティティ ― フリータ
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和多里・山尾貴則・村澤真保呂『ポストモラトリアム時代の
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Section 3
18歳選挙権と主権者教育

― 2015 年 6 月の公職選挙法改正により，選挙権年

齢が 18 歳以上に引き下げられ，2016 年 6 月から施

行されました。18 歳選挙権をどう考えますか。

青年期は産業革命後に誕生した発達期です。それま
での若者期は身近な大人と同じになることが一人前で
あり，社会の体制に順応することが目指されました。
それに対して，青年期は新しい社会の担い手として社
会の革新を目指すことになりました（1）。
青年の政治行動は，大人が考える常識と合わないも
のとして現れがちで（2），不服従や建物占拠，暴動な
どの破壊行動として危険視されがちでした。それに対
して，18歳選挙権は，青年が社会に認められる方法
で政治と関わる可能性を発展させるものです。

― 18 歳に選挙権を与えて大丈夫でしょうか。

政治的認識の発達で考えると，高校 3年生で成人と
同じ構造のある政治的態度をもつようになることが示
されています（3）。中学生から高校生までを追跡した
縦断データでも，中学生は変化が大きく不安定ですが，
高校生では安定し，個人にとって自己に適したさまざ
まな構造を示すようになります（4）。
しかし，これは政治的認識の発達の完成ではなく，
始まりにすぎません。さまざまな経験をしながら，発
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達していくことになります。彼らなりのやり方で挑戦
することを見守りながら，政治と関わろうとする意欲
を引き出していくことが長い目で見ると有益だと思い
ます。若いときに政治に参加すると，大人になっても
参加するという効果を期待できます（5）。

― 若い人たちは政治に関心がないのでしょうか。

20代の選挙の投票率で見ると，他の年齢層に比べ
て低くなっています。青年は社会に満足しているわけ
ではないのですが，それが投票行動につながりません。
その理由として，青年の政治不信が考えられます。青
年の政治的無関心として問題視されがちですが，青年
の政治不信を払拭できない政治の責任が大きいと思い
ます。
青年心理学者の原田唯司（6）の研究に基づけば，青
年が政治を変えることができるという政治的有効性感
覚を高めると，政治不信を低められます。政治不信は
政治の知識の量や正確さとは関係がありませんでした。
NHKの世論調査によれば，近年は，若い人たちの世
代で政治的有効性感覚が上昇に転じているとのことで
す（7）。SEALDs（シールズ：自由と民主主義のための学生

緊急行動）などといった最近の青年運動もそうした流
れに位置づくのかもしれません。

― SEALDs に代表される今日の青年運動はどう見ま

すか。例えば，70 年安保での学生運動との違いや共

通点はありますか。また，ヨーロッパの青年運動との

比較ではどうですか。

青年心理学者の中川作一は，70年安保当時の青年
の心理を分析し，個人が集団に埋没しており，それは
民主主義や仲間への不信にもとづくと指摘していまし
た（8）。それに対して，SEALDsなどは，学校や家庭な
ど日々の生活で考えていることと政治をつなげ，自分
の言葉で語ろうとしています（9）。個人が単位となっ
ており，しかも仲間に開かれているように見えます。
また，かつては「世代の断絶」といわれ，青年にとっ
て大人は「敵」だったかもしれませんが，今日の青年
は大人と共同の取り組みを重視しているように見えま
す。
そして，青年が選挙運動に取り組んでいることが印
象的です。ヨーロッパでは大規模なデモを青年が主導
することがありますが，選挙には結びついていないよ
うです。環境問題や性的マイノリティといった特定の
問題に限定されたシングルイッシュー型の政治行動で

あり，選挙といった多様な論点を含み込んだパッケー
ジ型の政治行動とは異なるとのことです（10）。
今後の課題としては，青年の行動が学校・職場・地
域といった身近なところで多様な他者とつながって現
状を変えていく運動になっていくのかどうかに注目し
たいと思います。

― 高校の主権者教育をどう考えますか。

文部科学省は，高等学校等において，政治的知識を
活用し，主体的な選択・判断を行い，他者と協働しな
がらさまざまな課題を解決していく資質や能力を育む
としています（11）。そして，生徒が自分の意見をもち
ながら，異なる意見や対立する意見を理解し，議論を
交わすことを通して，自分の意見を批判的に吟味して
いくことが重要だとしています。
この方向性は妥当なものと思います。例えば，他者
への関心や多様性への寛容さは，民主主義や権利の理
解という点で本質的なものだと思います。また，大人
の意見を押しつけるのではなく，青年の不器用な発言
も受け止め，青年自身が自分の思考や感情に気づき，
場面に応じてみずから方向づけることができるように
することは発達の論理にかなっています（12）。人間同
士の連帯の重要性と可能性に開かれながら，物事の本
質をとらえることで展望を見出すことは，青年期の発
達の特質です（13）。

― 教育の政治的中立性をどう考えますか。

教師が特定の見解を自分の考えとして述べることを
国が禁止したり，生徒の政治活動を制限したりするよ
うなことは，過度に消極的な対応であるように思えま
す。政治的発達は，政治的認識だけでなく，政治への
関心や政治行動から成り立ちますが（14），こうした対
応からは実際に政治への関心を引き出し，政治的行動
を高めていく筋道は見えてきません。
青年心理学者の秋葉英則（15）によれば，青年は人間
としてもち合わせた能力を可能な限り駆使して，人間
的な願いのために現状を変えていこうと未来を目指し
ます。こうした方向の延長線上に施策を位置づけます。
例えば，自分たちの生活現実に根ざした具体的なもの
も取り上げ，自分たちの力で政治を変えることができ
る，そのことによって自分たちの生活的自立も果たせ
るという見通しを与えるものにします。実際に，若い
人たちは社会を信頼できる人ほど社会への移行を果た
しています（16）。
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そして，秋葉によれば，青年の身近な大人がそうし
た自立を期待することで，青年自身もそれを要求する
主体として立ち現れます。そして，社会は，そのこと
を踏まえたうえで，仲間集団の広がりを保障しつつ，
青年の活動に大きな自由度を与えることが求められる
と指摘しています。この点で施策は逆行しているよう
に見えます。青年の保護を念頭においた慎重な姿勢な
のかもしれませんが，青年の政治的発達の促進にブレ
ーキをかけているように思います。

――教師が特定の見解を述べるのを許したら，生徒は

左右されませんか。

教師がその地位を利用した選挙運動および国民投票
運動を行うことは公職選挙法および日本国憲法の改正
手続に関する法律で禁止されており，そのことはいう
までもありません。そして，教師が特定の見解を生徒
に押しつけることも許されることではありません。そ
れは教師のみならず，国も同じです。国も特定の見解
を生徒に押しつけることは許されません。
文部科学省が述べるように，現実の具体的な政治的
な事象については，１つの見解が絶対に正しく，他の
ものは誤りであると断定することは困難であり，主権
者教育では，１つの結論を出すよりも結論に至るまで
の冷静で理性的な議論の過程を重視します（17）。
教育の場面で教師は生徒との信頼関係を築きますが，
それが政治の文脈では教師が異世代の 1人となり，世
代間の信頼関係を築くことにつながります。心理学で
は自分の情報を伝えることを自己開示といいますが，
教師の自己開示はそのありようによっては生徒の自己
開示を促し，互いの自己開示の交換により信頼関係が
培われます（18）。それはしばしば授業中の教師の「雑
談」が生徒の印象として残っていることにも示されて
います（19）。このことからすると，教師が自分の実感
なり体験なりを率直に述べることで，生徒が自分の意
見をもち，それにより政治的見解の多様性が担保され
たり，批判的検討が可能になったりするといったダイ
ナミズムも考えられるのです。
もちろん，教師が示唆する見解のみが正解であり，
同じ見解をもたなければならないということでは，生
徒の自由な意見表明は行われません。教師が特定の見
解を述べるかどうかにかかわらず，教育の取り運びの
仕方，例えば教育評価（暗黙のものも含み）が生徒の思
想信条の自由を侵したりしないことは仕組みとしても
明確にすべきです。
実は，問題は，教師が特定の見解を述べようとする

かどうかよりも，教師の発問や指導が特定の見解と関
わっているととらえられかねないと教師が予期するこ
とで，そのようなものを一切，避けることにならない
かということにあります。もとより，特定の見解と関
わらない政治的な事象というものはありえません。し
かも，政治という世界はそれがたとえ教育の世界であ
ったとしても（あるいはそれならなおさら）取り上げて
問題視するものであるように思われます。生徒の方も
気づかって，そのような話題を避けるかもしれません。
結局，教師が自分の見解を述べることを一律に禁止
することで教師と生徒を萎縮させ，主権者教育が杓子
定規な取り組み（例えば単に投票の仕方を教えるだけのも
の）となり，政治が生徒にとって透明で多様性が許さ
れる気軽なものではなく，不透明で近寄りがたく難し
いもののままにとどまってしまわないかどうかが心配
です。

― 参議院での付帯決議で，主権者教育だけでな

く，政治参加意識の促進に向けた諸施策の速やかな実

施と充実が求められています。

学校だけで何かをしようとするであれば，それが限
界であると思います。学校で生徒に教えるというスキ
ームで終始するのではなく，国全体で主権者として扱
う支援が必要と思います。例えば，情報の隠蔽は政治
的有効性感覚の高い青年の政治不信を高めています
（20） 。そこで，透明性を高め，国の情報にアクセスし
やすくすることが求められます。
私の提案は，その際，青年に特別な便宜を与えたら
どうだろうかというものです。例えば，青年限定のア
クセスポイントをつくって，青年のどんな質問にも必
ず答えることはもちろん，わかりやすく答えるといっ
たサービスをします。そうすれば，政治は難しいと思
っている青年にとっても垣根が下がり，政治と関わっ
てみようと思うかもしれません。青年が政治と関わっ
てみようと思えることが最も重要であると思います。
次回は，少年法適用年齢の引き下げについて考えま
す。
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Section 4
少年法適用年齢を引き下げてよいか

― 少年法適用年齢を 20 歳未満から 18 歳未満に引

き下げることが検討されています。現行では，なぜ少

年は成人と扱いが違うのでしょうか。

少年の場合は，犯罪ではなく，非行と呼んでいます。

犯罪は法律からの違反行為ですが，非行は少年の個性
と環境との関わりによる逸脱行為です。非行には社会
倫理的な規範から逸脱する行状も含めているので，犯
罪より範囲が広いのです。犯罪は法律によってあらか
じめ規定されていますが，非行はそれができない（事
案に応じて事後的に認定される）のは，同じ非行事実で
あっても意味が異なるからです。そのため，少年の行
動は「翻訳」が必要になります（1）。その作業をする
のが家庭裁判所です。少年法の適用を外すことは，家
庭裁判所の関与を外すことです。「翻訳」なしに犯罪
事実で一律に刑罰を課することになります。

― 少年は発達途上にあるので十分な判断力が育っ

ておらず，その後の育成の可能性があるため，成人と

は違う扱いになる，と説明されると思っていました。

確かに，そのように説明すれば，少年法の意義が明
確になります（2）。子どもは自分の意思を十分には表
明できない存在です。そのため，それを聴き届ける専
門家が必要になります。それが家庭裁判所の役割の 1

つです。必要な場合には少年鑑別所で心理技官による
鑑別が行われます。また，子どもは関係的存在であり，
周囲の環境のあり方に大きく依存しています。ですか
ら，非行を子ども個人の責任だけに帰するわけにはい
きません。さらに，子どもは発達の可塑性が大きいと
考えられています。そうした時期では更生を図った方
が，成人の犯罪者になるままにしておくより，社会の
コストが小さいと考えられます。そして，子どもは社
会の未来を託す希望であると考えられています。子ど
もには最善の利益を与えたいものです。このように，
少年は健全育成を期する方が社会の関心にも合うし，
社会の利益も大きいと考えられます。
しかし，今日の発達心理学は，何歳になっても発達
の可塑性があるという見方をしています（3）。大人に
なると発達が止まってしまうわけではありません。そ
こで，今回は，一般に言われる「発達途上だから」と
いった説明ではなく，「翻訳が必要だから」という説
明をしてみました。

― 最後に言われた発達心理学の話は，前段で言わ

れた子どもの発達の話とどうつながるのでしょうか。

大人にも発達の可塑性があるなら，少年だけに特別な

処遇をする根拠がなくなります。

私は，実は，子どもだけでなく，大人にも犯罪から
の立ち直りの発達援助が必要であると考えているので
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す。ただし，そのあり方は大人と子どもで違います。
その違いが前段で述べたことと関係します。発達の可
塑性が大きいか小さいかではなく，その中身が違うた
め，求められる発達援助も違う，ということを言いた
いのです。
青年期にいる少年は，これまで養育者など環境の影
響を受けて発達していた存在から脱して，みずから自
己を形成し自立していこうとします。これは，それま
での自分を崩して，新しい自分をつくろうとする営み
として現れます。非行のある少年は，非行を通して，
それを行っているのです。こんな自分でも認めてくる
かどうか，大人に問いかけているのです。自分が認め
られることがわかれば，彼らは青年期を卒業できます。
非行も終わるのです。
以上のような理解が「翻訳」です。ここでは発達段
階に基づく「翻訳」をしていますが（本連載が発達心理
学に関係するものであるため），それだけで終始するわけ
ではありません。個人の資質や環境の問題など多岐に
わたり，「翻訳」の実際は 1人ひとりの少年で違って
います。そのため，専門家による調査が必要になりま
す（4）。
非行が粗暴になると，一般の大人ではどうすること
もできません。彼らは往々にして厳しい環境で貧困
や暴力にさらされて育っているからです（5）。そこで，
少年院といった特別な処遇が必要となるのです。強力
な枠組みが前提になければ大人は少年を受け入れるこ
とはできませんし，少年もそれに応えることができま
せん（6）。少年法の適用を下げて，こうした処遇を外
してしまうと，少年は非行から立ち直ることができな
くなります。

― 厳しい環境が非行の原因と聞こえましたが，厳

しい環境で育った人でも非行をしない人がいます。

その通りです。その理由として，私はマイナス要因
の存在だけではなく，プラス要因の存在を挙げたいと
思います。プラス要因とは，例えば，少年を理解しサ
ポートする大人の存在であったり，少年自身が高い能
力を習得し，それを発揮できる機会が与えられたりす
るようなことです。マイナス要因があっても，それを
打ち消すだけのプラス要因があれば非行に行かないと
思います。非行をする少年は，そうしたプラス要因を
ほとんどもち合わせていないため，少年の認知できる
行動の選択肢が狭まってしまっているのです。少年の
個性や環境を考慮するとともに，少年に行動の選択肢
を広げたり，あるいは認知できるようにしたりするの

が発達支援の役割です。

― 少年に比べて，被害者の権利がないがしろにさ

れていないでしょうか。

加害者と比べるまでもなく，被害者の権利はかけが
えのないものです。十分に保障されるべきだと思いま
す。被害者の権利には，加害者から謝罪や償いを受け
る権利が含まれると思います。加害者は謝罪や償いを
する義務があると思います。少年法による処遇は，そ
れを可能にするものだと考えています。
重大な非行を起こした少年は，「生きていてもよい
ことなど何もない」「自分なんてどうなってもかまわ
ない」と考えていることが少なくありません。自分で
自分を信じることができないのです。自分を見失って
いる少年にどんなに重い刑罰を与えても，それが反省
につながることはありません。世の中を恨み，捕まっ
た自分の不幸を嘆くだけです。
そうした少年の一見，投げやりな言動からも「自分
だってまっとうに生きたい」「自分を大切にしたい」
という願いを読み取り，大人が粘り強く信頼関係を築
いていくなら，彼らは自分への信頼を回復することが
できます。それは，人間として被害者の痛みに気づき，
謝罪や償いができるようになっていくうえで不可欠な
ことだと思います。
被害者は少年に直接，聞きたいことがあるかもしれ
ません。それを可能にする処遇は被害者の権利に答え
ることになると思います。原理的にはそうであっても，
それが十分に実現できていないところに問題があると
思っています。

― 少年の処遇は効果があるのでしょうか。非行の

凶悪化などと聞くと心配です。

何をもって非行の凶悪化というのか，また，いつの
時代と比較するかによって変わってきますが，戦後を
大きく見ても，またこの 10年間を見ても（7），非行は
むしろ減少しています。
近年，少年院を退院しても何度も繰り返す少年の割
合が増加しています（8）。これだけ聞くと，少年の処
遇は効果がないように聞こえるかもしれません。しか
し，人数で見ると，横ばいです。1回きりの少年が減
少しているため，結果として何度も繰り返す少年の割
合が上昇しているのです。
そこで，これから力を入れるべき処遇として，少年
院から社会への移行の支援が重要ではないかと考えて
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います。一般に大人になることは，生活できる場所が
あり，自活できるだけの仕事があり，愛する人との出
会いがあって可能になります。少年にもこうしたこと
が可能になる支援が必要だと思います（9）。アメリカ
で行われた縦断研究でも，非行からの離脱に有効だっ
たのは雇用の継続であり，また結婚している場合には
関係の継続でした（10）。もちろん，職場を与えるだけ
では不十分です（長続きしません），個別的援助が不可
欠なことは言うまでもありません。

― 少年法適用年齢引き下げに青年期という観点か

ら異議ありと言っているように思いましたが，そうす

ると前回の政治的認識の発達（18 歳選挙権）との扱

いの違いをどのように理解すればよいのでしょうか。

18，19歳は大人になるグラデーションの中の青年
期にいると思われるので，少年法の処遇を外すのは早
いと考えます。質問には次回，答えます。
次回は，18歳選挙権の実現と成年年齢引き下げ，
および少年法適用年齢引き下げの相互の関連について
説明します。

文献・注
（1）白井利明・岡本英生・小玉彰二・近藤淳哉・井上和則・堀
尾良弘・福田研次・安部晴子 (2011).「非行からの少年の立ち
直りに関する生涯発達的研究（VI） ― 「出会いの構造」モ
デルの検証」『大阪教育大学紀要（第 IV部門）』60(1), 71.
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Section 5
成年年齢の引き下げをどう考えるか

― 国は 18 歳選挙権の実現に伴って民法を改正し，

成年年齢を 18 歳に引き下げることを検討しています

が，どう考えますか。

民法の成年年齢の基準は意思能力の有無です。意思
能力とは自己の行為の法的な結果を認識・判断できる
ことです（1）。個人が結ぶ約束のうち，守らないと裁
判に訴えられてその内容の遂行を求められるものを契
約と言います。契約の当事者は契約内容の遂行を求め
る権利を有し，相手はそれに対応する義務を有します。
商品の購入を契約したら，後で気が変わったなどと
いう理由で反

ほ

故
ご

にすることはできません。それができ
るのは，説明が不十分であったなどと売り手に瑕

か

疵
し

が
ある場合だけです。この場合，自由な意思に基づくも
のではなかったと見なされるため，契約が無効になる
のです。
意思能力は，問題となる事柄によって異なるものの，
おおよそ 7歳から 10歳頃に可能になるとされていま
す（2）。しかし，その年齢を過ぎても意思能力はまだ
十分でないことから，未成年者が結んだ契約は，理由
を問わず，つまり詐欺等の理由がなくても，後で取り
消すことができます。自由な意思が契約の前提であり，
それができる成人は意思能力があると見なされます。
つまり，７歳から 10歳頃には自分の意思で契約を

結び始め，20歳の成年までは挑戦や失敗が許される
のです。こうした仕組みは子ども・青年が社会に入る
のに練習や訓練の機会を与えるものであり（3），そう
した期間が可能となる成年年齢はいまのままでよいと
思います。

― 未成年者が完全な契約を結ぶためには，親の同

意が必要です。18 歳から親の同意なしに契約が結べ

られた方が自立を早めるのではないでしょうか。

現在の法律では，事業主になったり，結婚したりす
れば，みずから完全な契約を結ぶことができます。未
成年だからといって契約が結べないわけではないので，
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その点では実質的な問題はないように思います。
一般の青年が完全な契約を結ぶには親の同意を得ら
れればよいといえます。親にきちんと説明して親の同
意を得ることができるようになることは自立にとって
大切な一歩であると思います。自立は大人が壁となっ
たり支えとなったりすることで遂行されるものなので，
自由になればそれで自立するとは考えられません。
もちろん，自分でできることを親が何でもしてしま
うというのでは，いつまでたっても自立できません。
したがって，ある程度できるようになったら，一定期
間，挑戦と失敗を許す猶予期間をつくり，自分で試す
ことができるようにすることは，自立を促す仕組みで
あると思います。
発達心理学では，小学 6年頃には抽象的に経済活動

を理解できるようになりますが（4），社会科学的に理
解できるようになるには高校時代を待たなければなり
ません。高校生が社会科学的に理解できるといっても，
ここでは研究者の質問に答えられるようなことを意味
するので，実際に行動できるわけではありません。社
会科学的に理解できる高校生以降に実際に挑戦する機
会を設けることが必要ですが，18歳成年ではその期
間は設けられません。

― 18 歳になる前に，契約の意味や，契約に伴う責

任など，法的なものの考え方を身につけるための教育

や，あるいは消費者教育や，金融に関する教育を充実

させるのであれば，成年年齢を引き下げられますか。

成年年齢の引き下げとは関係なく，いまでも法の精
神を教えることは必要だと思います。私の見るところ，
青年は自分が権利主体であることに十分に気づいてい
ません。そのため，社会に不満をもっても，それを解
決する社会的な手立てを知りません。
したがって，単なる消費者教育に終始するのではな
く，権利を教えることで責任も教えること（自分が権
利を行使できることは他人の権利を守る義務があること）

が必要です。また，金融などの被害は必ずしも未成年
者だけでないことから，教育に頼る発想よりも，消費
者保護の充実の方が望まれます。
学校での知識の伝達やスキルの形成と，それを実際
に彼らが社会の中で使ってみることとは違います。彼
らにとって，ものを買うことは，法が規定するような
権利・義務関係に入るといった抽象的なことではあり
ません。例えば，誰かにおごったりすることで友人関
係や親子関係をつくり変えて自立していくものとして
体験されます（5）。そこで，彼らの自立を促す取り組

みとしては，生活世界での発達を支援することが必要
です。

― 発達の支援というと，具体的にはどんなことで

すか

読売新聞社（6）によれば，18，19歳の青年は成年
年齢引き下げに反対しています。彼らが「大人では
ない」とする理由は「18歳に引き下げても，大人と
しての自覚を持つとは思えないから」（64％）でした。
次に多い理由は「経済的に自立していない人が多いか
ら」（63％）でした。
これは学生であって働いていないので，当たり前の
ことのように見えます。しかし，日本は教育費に親の
負担が大きいことを考えると，高等教育は無償にする
か，少なくとも貸与の奨学金にして，親に負担をかけ
ないで進学できるようにすることは，彼らの自立を促
すのに有効であると思われます。青年が自分の力で自
立できる仕組みをつくる必要があります。

― 選挙権は 18 歳になったのに成年年齢は 20 歳の

ままでは整合性が失われませんか。権利を与えるだけ

ではなく，責任もとらせないとバランスがとれないよ

うに思われます。

たしかに，これまで選挙権は成年年齢とセットにな
っていたように思います。そして，そのことはいまで
も意義があると思います。やはり，成年年齢で子ども
か大人かを総体として分けることは，わかりやすいと
思います。
しかし，連動による懸念もあります。少年法適用年
齢引き下げとなったり，児童福祉法適用年齢の 22歳
への引き上げの抑制となったり（7）することになれば，
青年の発達を支援する仕組みが後退します。
成年年齢が主に契約における権利と義務の関係を念
頭におき，選挙権は社会の未来に次の世代も関わるこ
とを求めることであるとすれば，成年年齢と選挙権年
齢は趣旨が異なるため，一概に同じ年齢にしなければ
ならないというものでもないように思います。
権利と責任の関係ですが，選挙権を得ることの責任
は，投票したこと（投票しないことも含む）の結果であ
る社会の未来に対する責任だと思います。契約での責
任は，契約を遂行する義務だと思います。選挙権は権
利で成年年齢は責任というのは，異なった次元の組み
合わせの議論のようにも思います。
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― 成年年齢引き下げは何が問題なのでしょうか。

成年年齢引き下げは，18歳以上は意思能力が十分
にあると認め，自由な意思に基づいて行為をしている
とすることで，青年の自立を促すことが狙いかもしれ
ません。しかしながら，自由な意思はそうした抽象的
な精神能力だけでもたらされるのではなく，それを可
能とする基盤がなければなりません。
そのため，成年年齢引き下げは，恵まれた青年には
自由な意思を可能にするかもしれませんが，一般の青
年にはそうではなく，ましてや社会的な不利をもつ青
年にはマイナスになる可能性が大きいと思われます。
例えば，1990年代半ば以降の非正規雇用者の増大
といった問題があります。これは企業が市場環境の不
確実性増大に対応するため，総人件費の徹底的な削減
を目的とした経営戦略によるものです（8）。非正規雇
用者の中には，自分の人生を立ち上げていくための生
活基盤が十分でない人たちもいますが，社会から与え
られることもありません。すでに意思能力のある人た
ちなので，自由な意思で，そのような生活をしている
と考えられているからかもしれません。
しかし，憲法は健康で文化的な生活を国の施策とし
て保障するように求めています。その施策が不十分な
まま成年年齢が引き下げられると，いまより下の年齢
の人たちまで，成人の自覚をもちたくても個人の力だ
けではもてない場合でも「成人の自覚がない」と見な
されてしまわないか，危惧します。
今回が最終回です。長い連載におつき合いくださっ
た読者のみなさまにお礼申し上げます。
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